
             

 

 

 

 

上土団地の建替えにおいて、民間事業者のノウハウを活用することによる多様化する住環境ニーズへの対

応、地域コミュニティの強化、財政負担の削減・平準化及び工期の短縮とともに余剰地活用を目的として、

民間活力導入可能性を検討した。 

 

 

地域特性を活かし、今後の公営住宅の指針となる「静岡モデル」となりうる団地整備を図る 

静岡市初となる民間活力を導入した市営住宅の建替事業 

・今後の静岡市における大規模市営住宅団地のあり方を先導する事業モデ

ルとなる可能性がある。 

公民連携が成立しやすい優位な立地条件 

・市内中心部や居住誘導区域に近接し、交通利便性も高い周辺環境におい

て総戸数 500 戸(事業対象 234 戸)を超える大規模団地である。 

地域コミュニティを育む環境 

・隣接する都市公園や集会所は、現在も周辺住民・自治会が相互に利用し

ており、地域コミュニティを育む環境の素地があるといえる。 

 

コンセプト 「地域とつながり、地域に貢献する」団地整備 

キーワード スキーム 

１ 多様化するニーズに 

対応した住環境を 

整備する 

・フレキシブルな間取り 

・環境性能評価 

・新たな生活様式 

・市営住宅に新しい技術を採り入れるため、性能発

注に加え、要求水準を越える自由提案を求める。 

２ 持続可能な 

地域コミュニティを 

育む 

・地域コミュニティの核と 

なる「（仮称）上土ひろば」 

・公共空間の開放 

・地域活動の応援 

・公園・余剰地と一体となった魅力的な団地デザイ

ンについて、民間事業者の自由な提案を求める。 

・エリアマネジメントが確実に稼働するよう、「（仮

称）上土ひろば」の管理と地域活動の支援業務を

仕様に組み入れる。 

３ 団地整備を通じた 

地域の安全・安心の 

向上 

・浸水想定に配慮した計画 

・住棟や公共空間の 

安全・安心、防犯対策 

・地域コミュニティ相互 

の取組み 

・浸水対策は必要水準を仕様として定めたうえ、仕

様を越える自由提案を求める。 

・ソフト対策は、「（仮称）上土ひろば」の管理に関

連する範囲で、自由提案を求める。 

４ 民間活力導入による 

地域の魅力向上と 

財政負担の軽減 

・事業コストの削減 

・質の高い住環境の整備 

・コミュニティが生まれる 

仕掛けの計画、実施 

・余剰地活用 

・住宅の設計・建設を中心に、適宜、維持管理業務

を組み合わせた一体的な事業とする。ただし、現

行の指定管理に含まれる業務は、包括化の得失

の判断が必要。 

・余剰地に誘致する民間施設は、「（仮称）上土ひろ

ば」と連携する機能を誘導する。 
 

 

 

左記、建替コンセプトの実現に向けて、事業範囲を以下のとおり整理した。 

 分類 No. 業務項目 判定理由 

整
備 

市営 

住宅 

1 設計 設計・施工の包括委託とし、性能発注・自由

提案により、民間ノウハウを引き出す 2 施工 

3 入居者移転支援 民間事業者に一部リスク移転 

都市 

公園 

４ 設計 設計・施工の包括委託とし、性能発注・自由

提案により、民間ノウハウを引き出す ５ 施工 

余剰地 

活用 

6 設計 民間施設の位置や建物の配置等は自由提案

とし、認める機能に要件を設ける 7 施工 
 

 分類 No. 業務項目 判定理由 

管
理
運
営
（
上
土
ひ
ろ
ば
） 

市営 

住宅 

８ 集会所・広場の保守 

「（仮称）上土ひろば」に属する機能であるこ
とから、コンセプトに基づき、事業手法につ
いて検討する。 

９ 集会所・広場の利用者対応 

都市 

公園 

10 公園保守 

11 公園の利用者対応支援 

エリアマネ

ジメント 

12 公的イベント等の開催 

13 自主事業の実施 

余剰地活用 14 民間施設運営 機能に要件を設け、収益活動を認める 
 

 分類 No. 業務項目 判定理由 

管
理
運
営
（
住
棟
・
都
市
公
園
） 

市営 

住宅 
 

住棟 

駐車場 

集会所 

15 住棟の保守 市営住宅全体を一括の指定管理により維持管理
する方が、効率的であり、入居者に対し、良好
かつ平等なサービスを提供することができる。 16 入居者対応支援 

17 住棟の修繕 

公共事業（直営・指定管理）で実施する。 

18 駐車場の保守 

19 駐車場の利用者対応 

20 駐車場の修繕 

21 集会所・広場修繕 

都市公園 22 公園修繕 
 
上記の想定される事業範囲を踏まえ、代表的な手法から、住棟部分の維持管理を含むものと借上方式を

除外することで、絞り込みを行った。その結果、以下の３つの手法が候補として残された。 

整備の方向性 
事業手法 判定 判定理由 

 供給方式 

建設

等 

直接建設 

方式 
従来方式 

分離発注方式（従来事業手法） ○ 事業の実現性あり（比較対象） 

一括発注方式（ＤＢ） × 複数工期のため生じる遅延リ

スクに対処しづらい。 一括発注方式（ＤＢＯ） × 

買取り 

方式 

ＰＦＩ手法 

ＢＴ方式 ○ 事業の実現性あり（比較対象） 

ＢＴＯ方式 ○ 事業の実現性あり（比較対象） 

ＢＯＴ方式 × 
事業期間中に民間事業者が所
有する必要性が低い。 

ＰＦＩ手法 

以外 

既存の民間賃貸住宅を活用する手法 × 現地建替の条件に合致しない。 

新たな民間賃貸住宅を建設する手法 × 現地建替の条件に合致しない。 

借上

げ 

借上げ 

方式 

ＰＦＩ手法 ＢＯＯ方式 × 現地建替の条件に合致しない。 

ＰＦＩ手法 

以外 

既存の民間賃貸住宅を活用する手法 × 現地建替の条件に合致しない。 

新たな民間賃貸住宅を建設する手法 × 現地建替の条件に合致しない。 
  

１ 概要 

民間活力導入可能性調査（概要版） 

２ 事業の背景と建替コンセプトからみたスキームの検討 

団地外にも開放された集会所 
■災害公営住宅清水沢東住宅 

都市公園と余剰地の一体整備 
■八条市営住宅団地再生事業 

３ 想定される事業範囲と事業手法について 

DB  : Design Build  BT  : Build Transfer  BOT : Build Operate Transfer 

DBO : Design Build Operate BTO : Build Transfer Operate BOO : Build Operate Own 

整
備
手
法
を
検
討 

管
理
運
営
手
法
を
検
討 

直
営
・
指
定
管
理
で
実
施 



             

 

 

 

 

本事業の事業手法について、民間事業者の創意工夫の発揮及び包括的な事業実施による効率性の視点から、

実施し得る事業手法を整理し、複数の視点から評価を行った。 

評価にあたっては、基本計画に掲げる「（仮称）上土ひろば」を実現し、民間活用地との一体的な管理・運

営を実施するためのスキームや事業手法に重点を置いた。 

（１）整備（設計・施工）に係る事業手法の評価 

事業手法 従来方式 PFI 方式 評価の理由等 

業務 
①住宅整備 △ ◎ 質の高い住環境の提供が期待できる 

②余剰地活用 × ◎ 一体的な整備が可能※１ 

財政
面 

③総事業費 △ ◎ コストの縮減が見込まれる 

④補助金等の活用 〇 〇 交付金の活用が可能 

工期 

⑤公募段階 〇 △ 公募手続きの期間が長い 

⑥設計・建設段階 
10 年程度 

× 

7 年以下 

〇 
包括発注による工期短縮が可能 

評価結果 △ ◎  

※１：余剰地活用をＰＦＩ方式の特定事業として実施した場合の評価 

（２）管理運営（上土ひろば）に係る事業手法の評価 

事業手法 業務委託 
ＰＦＩ特定事業 

(PFI-BTO) 

評価の理由等 

管理運営の契約期間 
中短期 

(5 年以下) 

長期 

(5～15 年) 
長期継続契約(3~5 年)で実施が可能 

業務 
①管理運営 ◎ ◎ 民間活用地と一体的な管理運営が可能 

②コミュニティ支援 ◎ 〇 NPO 等の参画を期待できる 

財政
面 

③平準化 △ ◎ 民間資金による平準化が可能 

④金利水準 ◎ △ 起債の活用が可能 

他 ⑤管理運営の柔軟性 ◎ △ 仕様・体制の変更が容易 

評価結果 ◎ 〇  
 

（３）事業手法の総合評価 

手法 評価 総合評価 

従来 

方式 

設計、施工を別々に発注する手法 

・工期ごとの分離発注のため、設計と工事発注に時間を要する。 

・公園と集会所、余剰地等を一体的に活用した事業の組み立てが困難。 

△ 

PFI- 

BT 

事業者と設計、施工を一括契約する方式。集会所と都市公園を一括の業務委託で管理運営 

・工期の短縮や事業費の縮減、民間ノウハウを活用した質の高い住環境の提供が期待できる。 

・建設とは独立した体制で管理運営を行うことから、仕様や体制の変更が容易となり、ＮＰ

Ｏ等の多様な主体の参画やエリアマネジメント実現に向けた柔軟な対応が可能となる。 

◎ 

PFI- 

BTO 

事業者と設計、施工、管理運営を一括契約する方式 

・工期の短縮や事業費の縮減、民間ノウハウを活用した質の高い住環境の提供が期待できる。 

・ＰＦＩの特定事業として管理運営を行うことから、仕様・体制の変更に制限があり、

ＮＰＯ等の参画などの柔軟な対応ができない。 

〇 

 

 
 
 
当該地において望ましい機能を誘導するため、以下の考え方に基づき、誘導機能の提案を図る。 

機能 ①整備を期待する機能 ②整備を認める機能 

住まい  
・賃貸住宅 

・有料老人ホーム 

コミュニティ

交流 
・障がい者就労継続支援事業 

・障害福祉サービス等 

・習いごと、スクール 

・子育て支援施設（一時保育、学童保育） 
・介護保険サービス 

・地域サロン機能（認知症カフェ） 
・病院、診療所 

飲食・物販 
・公園や広場等との連携があり、地域へ貢

献する工夫がある店舗 
・一般的な店舗 

その他  ・貸駐車場（一時貸・月極）／貸事務所 
 
 

 

項目 従来方式 PFI 方式 

公的財政負担の見込額の現在価値※２ 34.5 億円 31.4 億円 

削減額（従来方式との差額） ― 3.１億円 

VFM ― 8.93％ 

 ※２：公的財政負担の見込額の現在価値：総事業費から交付金等の公費を除いた、起債や一般財源の額を示す 

（１）定量的な評価 

 ・ＶＦＭの算出と事業手法の評価は、公的財政負担の見込額の現在価値が従来方式 34.5 億円に対し、ＰＦ

Ｉ方式は 31.4 億円、現在価値による削減額は 3.1 億円となり、ＶＦＭは 8.93％となった。 

（２）定性的な評価 

 ・従来方式と同等性能でコストの縮減や工期の短縮が期待できる。 

 ・民間ノウハウにより住民ニーズに対応した住環境の整備が期待できる。 

・余剰地活用をＰＦＩの特定事業として実施した場合、市営住宅や都市公園と連携した余剰地活用が期待

できる。 

（３）総合評価 

 ・定量的評価として VFM が見込めるほか、定性的評価としても、事業期間の短縮、住民ニーズに対応し

た住環境の整備、余剰地活用をＰＦＩの特定事業として実施した場合における、集会所・公園・余剰地

が一体となった魅力的な団地整備が期待できることから、PFI 方式で実施することが適していると評価

できる。 

 ・集会所や都市公園の管理運営は、ＮＰＯ等の多様な主体の参画や将来的な仕様・体制の変更に柔軟性を

持たせることから、設計・施工とは独立した体制で実施できる業務委託が適していると評価できる。 

・以上を総合的に判断すると PFI-BT 方式が適している。 

 

 

 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 

事業化に向けた検討              

事業者の公募              

住宅整備(設計含む)              

公園整備              

管理運営（上土ひろば）              
 

4 本事業における事業手法の検討 

７ 今後のスケジュール（PFI 事業） 

５ 余剰地の活用方策 

６ VFMの算出と事業手法の評価 

1 期工事 ２期工事 ３期工事 


